
朝日村上下水道事業運営審議会次第 

日 時  令和元年 10 月 10 日 

午後７時 00 分 

場 所  役場 第一会議室 

１ 開  会 

２ 村長あいさつ 

３ 自己紹介 

４ 運営審議会について 

５ 会長の選出及び職務代理者の指名について 

６ 諮問 

７ 協議事項 

（１）上下水道事業の経営状況について 

８ 閉  会 



上下水道事業運営審議会

氏 名 所 属 ・ 役 職 等 任期

上條　利春 区長会長 2019.10.01～2021.09.30

上條　典泰
松本ﾊｲﾗﾝﾄﾞ農協朝日支所
担当理事

2019.10.01～2021.09.30

齊藤　勝則 村議会議員 2019.10.01～2021.09.30

武田　裕幸 農業委員 2019.10.01～2021.09.30

上條　英弥 公認会計士 2019.10.01～2021.09.30

羽多野　利昭 商工会副会長 2019.10.01～2021.09.30

横内　健太郎 朝日小学校PTA会長 2019.10.01～2021.09.30

島田　ひとみ 朝日村女性農業者担い手協議会長 2019.10.01～2021.09.30

※　第３条　審議会は、委員10名以内で組織

役職 所属 氏名

会　　長

職務代理者



○朝日村上下水道事業運営審議会条例 

平成９年３月21日条例第２号 

朝日村上下水道事業運営審議会条例 

（設置） 

第１条 朝日村が管理する上下水道事業の健全な運営を図るため、朝日村上下水道事業運営

審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（任務） 

第２条 審議会は、村長の諮問に応じ、上下水道事業の運営について調査審議し、これに関し

必要と認める事項について村長に意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員10名以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから村長が委嘱する。 

(１) 村議会議員 

(２) 使用者 

(３) 知識経験を有する者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、村長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 
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１．平成３０年度決算について

朝日村簡易水道事業は供用開始以来６４年が過ぎ、今後、大尾沢浄水場の老朽化に伴う大規模
な更新投資が見込まれます。
30年度は、、公営企業会計移行により公営企業の経営基盤強化と財政マネジメントの向上を図るための取組みました。

簡易水道特別会計　補足説明資料

２．決算概要

歳入歳出差引残額　２８，０７６，００８円

1.0% 分担金及負担金
1,592,000 

44.3% 使用料及手数料
72,225,010 

0.0% 国庫支出金
0 

0.0% 県支出金
0 

0.0% 財産収入
4,446 

37.0% 繰入金
60,239,616 

4.0% 繰越金
6,571,873 

13.7% 村債
22,300,000 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

162,932,945

歳 入

24.8% 経営管理費
33,379,782 

13.3% 建設改良費
17,993,340 

60.4% 公債費
81,475,369 

1.5% 基金積立金
2,008,446 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

134,856,937

歳 出

歳入
Ｈ30 構成 前年度比

(円） （％） （±％）
分担金及負担金 1,592,000 1.0% -55.7%
使用料及手数料 72,225,010 44.3% -6.9%
国庫支出金 0 0.0%
県支出金 0 0.0% -
財産収入 4,446 0.0% 107.0%
繰入金 60,239,616 37.0% 131.3%
繰越金 6,571,873 4.0% -23.1%
諸収入 0 0.0% -
村債 22,300,000 13.7% 10.4%
合計 162,932,945 100.0% 19.9%

歳出
Ｈ30 構成 前年度比

(円） （％） （±％）
経営管理費 33,379,782 24.8% 43.2%
建設改良費 17,993,340 13.3% -11.0%
公債費 81,475,369 60.4% 0.2%
基金積立金 2,008,446 1.5% -55.1%
予備費 0 0.0% -
合計 134,856,937 100.0% 4.3%
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一般会計繰入金　　　４１，００９千円　前年度比　+57.5%

　　（繰入基準額　41,009千円
繰入率 H29:63.5% ⇒　100.0％）

簡易水道特別会計　補足説明資料

３．主な歳入

1) １款　分担金及び負担金

主は向陽台宅地分譲による一般家庭の新規加入（17件）　　

2) ２款　使用料及び手数料

水道の加入件数は　１，７０６件　前年度比　+0.47%　

3) ６款　繰入金　　

　・　一般会計等において負担すべきこととされた経費の所要財源
　・　原則として、地方交付税の基準財政需要額への算入又は
　　　特別交付税を通じて財源措置が行われている。

4) ９款　村債

４，８００千円　前年度比 -76.2％

 【対象事業】　古見配水池ＰＣタンク屋根防水塗装工事

３月末収納率：公会計移行の前年度(H30)は３月末打切り決算

99.88 
99.86 99.99 99.95 

99.66 

97.50
98.00
98.50
99.00
99.50

100.00

上水道収納率 現年

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
現年度分 〔%〕

水道料 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

朝日村 99.88 99.86 99.99 99.95 99.66

松本市 99.33 99.36 99.44 99.51 99.55

塩尻市 98.00 98.00 98.00 98.18 98.15

安曇野市 98.14 98.07 98.18 98.20 98.29

山形村 97.90 98.60 99.15 99.57 99.60

麻績村 99.10 99.20 99.30 99.24 99.30

生坂村 99.72 98.89 99.07 98.54 98.91

筑北村 99.50 98.70 99.10 99.00 99.70

２，５００千円　前年度比 皆増

 【対象事業】　公営企業会計移行支援業務
　　　　　　 　例規整備業務

[繰越]
　１３，１００千円　

 【対象事業】　西洗馬地区水道管布設工事

１，９００千円　

 【対象事業】　公営企業会計システム導入業務

[繰越]

簡易水道事業債

公営企業会計適用債

１，５９２千円　前年度比　-55.7%　-13件

７２，２２５千円　前年度比　-6.9%

６０，２３９千円　前年度比　+31.35%　　　

２２，３００千円　前年度比　+10.4%

※繰入基準額

※ 公営企業会計移行のための事務事業
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平成31年度 朝日村簡易水道事業会計　当初予算

貸借対照表 ・　一定の時点における財政状態を表示

企業の財産の状態が
把握できる。

右半分は
「資産の源泉」

資産の部

土地、建物、
権利、現金
・預金など
の所有財
産

左半分は
「企業の持ちもの」

資本の部

要返済

将来世代
　負担

返済不要

資産の部

1　固定資産

 (1)　有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　建物

　　ハ　構築物

　　ニ　機械及び装置

　　ホ　車両運搬具

　　ヘ　工具器具及び備品

　　ト　建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

　　　固定資産合計

2　流動資産

 (1)　現金・預金

 (2)　未収金

　　　　貸倒引当金

　　　流動資産合計

　　　資産合計

23,477

千円

1,500

930,143

2,916

1,075,005

116,969

0

0

0

505

△ 10

1,051,528

1,051,528

22,982

負債の部

3　固定負債

 (1)　企業債

　　イ　建設企業債

　　ロ　その他の企業債

　　　企業債合計

　　　固定負債合計

4　流動負債

 (1)　企業債

　　イ　建設企業債

　　ロ　その他の企業債

　　　企業債合計

 (2)　未払金

 (3)　引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

　　　流動負債合計

5　繰延収益

     長期前受金

　　 収益化累計額

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

資本の部

6　資本金

7　剰余金

 (1)　利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　　負債資本合計

226,708

15,502

15,502

242,210

75,046

5,530

694

81,270

553,851

0

381

313

千円

832,795

251,546

△ 53,872

197,674

15,502

1,075,005

550,751

3,100

75,046

553,851

平成31年度　予定貸借対照表（平成32年3月31日）

負債の部
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損益計算書 ・　事業年度における事業の経営成績を表示したもの

通常の業務活動の結果
が表示。

通常の業務活動の損益
に加えて
資金調達等に関する損益
の結果
が表示される。

１年間のすべての
損益の結果が
表示される。

①　営業利益

△　33,586千円

15,502千円

②　経常利益

③　純利益

３つの段階で利益を把握

16,278千円

日常・活動で
どれだけの利益
を得たか？

すべての活動で
どれだけの利益
を得たか？

ポイント

ポイント

・キャッシュ・フロー計算書
　「当年度純利益」へ
・損益計算書
　「年度末処分利益剰余金」へ

　1　営業収益

　 (1)　給水収益

　 (2)　その他営業収益

　2　営業費用

　 (1)　原水及び浄水費

　 (2)　配水及び給水費

　 (3)　総係費

　 (4)　減価償却費

　 (5)　資産減耗費

　　　営業利益

　3　営業外収益

　 (1)　受取利息及び配当金

 　(2)　他会計補助金

　 (3)　長期前受金戻入

　 (4)　雑収益

　4　営業外費用

　 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費

　　　経常利益

　5　特別利益

　 (1)　過年度損益修正益

　6　特別損失

　 (1)　過年度損益修正損

　 (2)　その他特別損失

　　　当年度純利益

　　　当年度未処分利益剰余金

1

100

677

777

11,547

53,872

65,421

1

15,557

15,557

7,757

13,641

74,124

103,244

1

1

△ 33,586

16,278

15,502

15,502

千円

1

69,296

69,658

362

7,721

利益　＝　収益　―　費用
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キャッシュフ・フロー計算書 現金の収入・支出に関する情報を表示

業務活動による
キャッシュ・フロー

36,459千円

34,847千円

△69,044千円

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

年度末のキャッシュ
（資金）増加額

2,262千円

年度末の現金預金（資産）となる
　（参照：予定貸借対照表）

どれだけ
投資や償還に回せる
お金があるか？

どれだけ
投資に回したか？

どれだけ
償還に回したか？

ポイント

ポイント

ポイント

ﾏｲﾅｽになると
支払いが一時的に
不可となる

ポイント

（単位：千円）

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

資産除却損

　　　　貸倒引当金の増減額

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増減額

　資金期首残高

　資金期末残高

2,262

20,720

22,982

△ 1,500

36,347

34,847

600

△ 69,644

△ 69,044

0

0

52,015

1

△ 15,557

36,459

10

381

313

△ 53,872

△ 1

15,557

15,502

74,124

1



業務の概要

大尾沢浄水場更新計画

内　　　容 根　拠　等 H23 H30 H31 H32 H33

基本計画

浄水場更新のための
事業認可変更

事業認可
変更

設計

浄水方法の選定
建設地の選定
建設概算事業費の算
出、

大尾沢浄水場基本計画の策定

簡易水道事業認可変更業務委託

H33～H34 大尾沢浄水場更新　工事 工　　　事

大尾沢浄水場更新　設計

H23

H31

H32

簡易水道事業認可変更業務委託
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ピュアラインあさひ幹線別汚水流入率

H30平均流入量 1,199 /日
437,676 /年

西洗馬幹線 約30％

古見幹線小野沢幹線合算

約70％
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１．平成３０年度決算について

下水道特別会計は、平成30年度から運転管理業務を県下水道公社へ委託するなど経営の効率化を推進し、また、今後の大きな設備更新も
予定したストックマネジメント計画を作成し、公営企業会計移行と併せ、持続可能な事業運営の準備を進めてきました。

下水道特別会計　補足説明資料

２．決算概要

歳入歳出差引残額　２６，７１０，５５４円

1.3% 分担金及負担金
5,600,000 

20.8% 使用料及び手数料
89,317,598 

3.1% 国庫支出金
13,200,000 

65.4% 繰入金
281,311,654 

2.7% 繰越金
11,651,738 

6.8% 村債
29,100,000 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

430,182,939

歳 入

15.7% 経営管理費
63,419,121 

16.1% 建設改良費
64,893,060 

68.2% 公債費
275,158,255 

0% 基金積立金
1,949 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

403,472,385

歳 出

歳入
Ｈ30 構成 前年度
(円） （％）比（％）

分担金及負担金 5,600,000 1.3% -54.3%
使用料及び手数料 89,317,598 20.8% -6.4%
財産収入 1,949 0.0% -14.4%
国庫支出金 13,200,000 3.1% -28.3%
繰入金 281,311,654 65.4% 19.9%
繰越金 11,651,738 2.7% 3.9%
村債 29,100,000 6.8% -9.1%
合計 430,182,939 100.0% 6.5%

歳出
Ｈ30 構成 前年度
(円） 比（％）

経営管理費 63,419,121 15.7% -0.9%
建設改良費 64,893,060 16.1% 19.3%
公債費 275,158,255 68.2% 0.5%
基金積立金 1,949 0.0% -14.4%
予備費 0 0.0% -
合計 403,472,385 100.0% 2.9%
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２４，７００千円

 【対象事業】　 西洗馬地区下水道管布設工事

[繰越]

下水道事業債

一般会計繰入金　　　２６７，３９３千円　前年度比　+14.0%

　　（繰入基準額　249,347千円
繰入率 H29:100.0% ⇒　107.2％）

下水道特別会計　補足説明資料

３．主な歳入

1) １款　分担金

主は向陽台宅地分譲による一般家庭の新規加入（16件）　　

2) ２款　使用料及び手数料

下水道の加入件数は　１，５３６件　前年度比　+0.99%　
4) ６款　繰入金　　

5) ９款　村債

３月末収納率：公会計移行の前年度(H30)は３月末打切り決算

２，５００千円　前年度比 皆増

 【対象事業】　公営企業会計移行支援業務
　　　　　　 　例規整備業務

１，９００千円　

 【対象事業】　公営企業会計システム導入業務

[繰越]

公営企業会計適用債

５，６００千円　前年度比　-54.3%　-15件

８９，３１７千円　前年度比　-6.4%

２８１，３１１千円　前年度比　+19.9%　　　

２９，１００千円　前年度比　-9.10%

※ 公営企業会計移行のための事務事業

99.88
99.93 99.99

99.93
99.58

97.50

98.00

98.50

99.00

99.50

100.00

下水道収納率 現年

Ｈ２６

Ｈ２７

Ｈ２８

Ｈ２９

Ｈ３０

現年度分 〔%〕

下水道使用料 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

朝日村 99.88 99.93 99.99 99.93 99.58

松本市 99.16 99.23 99.36 99.39 99.45

塩尻市 98.00 97.90 98.00 98.15 98.21

安曇野市 97.94 98.05 98.09 98.18 98.00

山形村 98.17 99.08 99.26 99.60 99.67

麻績村 99.40 99.10 99.10 99.25 99.50

生坂村 99.38 98.71 99.15 98.20 98.78

筑北村 99.40 99.50 99.30 99.60 99.69

　・　一般会計等において負担すべきこととされた経費の所要財源
　・　原則として、地方交付税の基準財政需要額への算入又は
　　　特別交付税を通じて財源措置が行われている。

※繰入基準額

１３，２００千円

 【対象事業】ピュアラインあさひ
　　　　　　 ストックマネジメント計画策定

下水道事業国庫補助金

3) ４款　国庫支出金 １３，２００千円　前年度比　-28.3%
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平成31年度 朝日村下水道事業会計　当初予算

貸借対照表 ・　一定の時点における財政状態を表示

企業の財産の状態が
把握できる。

右半分は
「資産の源泉」

資産の部

土地、建物、
権利、現金
・預金など
の所有財
産

左半分は
「企業の持ちもの」

資本の部

要返済

将来世代
　負担

返済不要

平成31年度　予定貸借対照表（平成32年3月31日）

負債の部

資産の部

1　固定資産

 (1)　有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　建物

　　ハ　構築物

　　ニ　機械及び装置

　　ホ　車両運搬具

　　ヘ　工具器具及び備品

　　ト　建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

　　　固定資産合計

2　流動資産

 (1)　現金預金

 (2)　未収金

　　　　貸倒引当金

　　　流動資産合計

　　　資産合計

0

4,573,765

4,573,765

626

20,008

20,624

4,594,389

千円

104,772

4,001,539

269,095

198,359

0

0

3　固定負債

 (1)　企業債

　　イ　建設企業債

　　ロ　その他の企業債

　　　企業債合計

　　　固定負債合計

4　流動負債

 (1)　企業債

　　イ　建設企業債

　　ロ　その他の企業債

　　　企業債合計

 (2)　未払金

 (3)　引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

　　　流動負債合計

5　繰延収益

     長期前受金

　　 長期前受金収益化累計額

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

6　資本金

7　剰余金

 (1)　利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　　負債資本合計

1,294,801

29,100

235,184

0

323

1,207,186

4,594,389

負債の部

1,323,901

1,323,901

235,184

12,169

562

239

247,915

資本の部

千円

3,387,203

1,072,625

134,561

134,561

1,900,214

△ 84,827

1,815,387

134,561
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損益計算書 ・　事業年度における事業の経営成績を表示したもの

通常の業務活動の結果
が表示。

通常の業務活動の損益
に加えて
資金調達等に関する損益
の結果
が表示される。

１年間のすべての
損益の結果が
表示される。

①　営業利益

△　128,020千円

134,561千円

②　経常利益

③　純利益

３つの段階で利益を把握

135,200千円

日常・活動で
どれだけの利益
を得たか？

すべての活動で
どれだけの利益
を得たか？

ポイント

ポイント

・キャッシュ・フロー計算書
　「当年度純利益」へ
・損益計算書
　「年度末処分利益剰余金」へ

利益　＝　収益　―　費用

　1　営業収益

　 (1)　下水道使用料

　 (2)　その他営業収益

　2　営業費用

　 (1)　管渠費

　 (2)　処理場費

　 (3)　総係費

　 (4)　減価償却費

　 (5)　資産減耗費

　　　営業利益

　3　営業外収益

　 (1)　受取利息及び配当金

 　(2)　他会計補助金

　 (3)　長期前受金戻入

　 (4)　雑収益

　4　営業外費用

　 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費

　 (2)　雑支出

　　　経常利益

　5　特別利益

　 (1)　過年度損益修正益

　6　特別損失

　 (1)　過年度損益修正損

　 (2)　その他特別損失

　　　当年度純利益

　　　当年度未処分利益剰余金

0

49,490

1

100

540

227,881

84,827

△ 128,020

312,710

1

49,490

52,558

12,423

149,345

215,236

1

1

1

640

134,561

134,561

千円

87,203

87,216

135,200

13

909
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（単位：千円）

　１　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

　　　　資産除却損

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入

　　　　受取利息及び配当金

　　　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　受取利息及び配当金の受取額

　　　　支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　国庫補助金による収入

　　　　受益者負担金による収入

  　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設企業債による収入

　　　　建設企業債元金償還金による支出

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増減額

　資金期首残高

　資金期末残高

△ 187,874

2,876

17,132

20,008

31,500

350

23,448

△ 8,902

39,100

△ 226,974

0

249,141

1

△ 49,490

199,652

△ 64,200

323

239

△ 84,827

△ 1

49,490

0

134,561

149,345

1

10

キャッシュフ・フロー計算書 現金の収入・支出に関する情報を表示

業務活動による
キャッシュ・フロー

199,652千円

△8,902千円

△187,874千円

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

年度末のキャッシュ
（資金）増加額

2,876千円

年度末の現金預金（資産）となる
　（参照：予定貸借対照表）

どれだけ
投資や償還に回せる
お金があるか？

どれだけ
投資に回したか？

どれだけ
償還に回したか？

ポイント

ポイント

ポイント

ﾏｲﾅｽになると
支払いが一時的に
不可となる

ポイント



  第 6章 長期的な改築事業のシナリオ設定

◆ シナリオ３-２：目標耐用年数と予算制約下での改築（平準化目標額 65百万円） 

投資額：シナリオ 3-1 に比較し投資額は増加するが、シナリオ 1・2よりは改善。年あた

り投資額のピークは極めて小さい。（総事業費 6,580 百万円、年度最大事業費 69

百万円、平均投資額 66百万円） 

健全度：シナリオ 3-1 と比較すると健全度は改善しているが、健全度 2以下の施設が発

生し、わずかであるが健全度 1の施設もある。（健全度平均：3.38） 

リスク：シナリオ 3-1 と比較すると平均リスク値が改善。現状（リスク値 574）と比較

し、リスクは減少傾向にある。（平均リスク値：448、変動範囲：241） 

投資額の推移 

 健全度の推移 

リスクの推移

0
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80

100

120

140

1 4 7 10 13 16 19 22 25 28 31 34 37 40 43 46 49 52 55 58 61 64 67 70 73 76 79 82 85 88 91 94 97 100

改
築
費
（
百
万
円
）

年次

シナリオ３－２（目標耐用年数で予算平準化（目標値６５百万円））

土木（処理場） 建築（処理場） 機械（処理場） 電気（処理場）

土木（中継ポンプ場） 建築（中継ポンプ場） 機械（中継ポンプ場） 電気（中継ポンプ場）

平均金額 予算制約
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健全度4
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健全度1
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施設全体の施設情報を収集整理し、「リスク評価」「施設監理の目標設定」
「長期的な改築事業のシナリオ設定」「点検・調査計画の策定」などを検討する全体計画の策定と、
「修繕・改築計画の策定」をおこなうストックマネジメント実施計画を策定

下水道ストックマネジメント計画 （Ｈ30策定）



 
 

第
6
章
 
長
期
的

な
改
築
事
業
の

シ
ナ
リ
オ
設
定

指標値
順

位
指標値

順

位
指標値

順

位

順

位
重み 指標値

順

位
指標値

順

位

順

位
重み 指標値

順

位
指標値

順

位

順

位
重み

1 825 － 12,114 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
シナリオ１は比較のベース

であり参考

2 624 4 8,140 4 0.044 4 4 0.13 3.57 2 -0.16 3 3 0.20 396 2 485 4 3 0.20 0.18 ×

3-1 53 1 5,051 1 0.061 1 1 0.33 3.08 4 -0.38 4 4 0.13 533 5 224 1 4 0.13 0.20 △

3-2 69 2 6,580 2 0.051 2 2 0.27 3.38 3 0.18 2 2 0.27 448 3 241 2 2 0.27 0.27 ◎
健全度、リスクが改善傾向

で、予算との乖離が小さい

3-3 85 3 7,811 3 0.046 3 3 0.20 3.58 1 0.35 1 1 0.33 390 1 277 3 1 0.33 0.29 ○

健全度、リスクは改善傾向

だが、予算との乖離が大き

い

順位 重み ◎： シナリオ結果が最適

1 0.33 ○： シナリオ結果が良好

2 0.27 △： シナリオ結果はやや悪い

3 0.20 ×： シナリオ結果は悪い

4 0.13

5 0.07

備考

平均健全度＝100年間の平均健全度

最低健全度＝100年間の最低健全度-

現状健全度（数値が大きいほうが改

善傾向大)

度合＝100年間のリスク値の平均値

変動＝100年間の最大リスク値と最小

リスク値の差評価の方法

投資額（単年度）＝単年度投資額の最大値

投資額（総額）＝100年間の投資総額

効率性＝平均健全度/年平均投資額（数値が大きい

ほうが効率性大)

平均投資額＝投資総額/100年間

評価視点①

(投資額)

投資額

（単年度）

（百万円）

投資額

（総額）

（百万円）

健全度

割　合

（平均）
シナリオ

重み

平均
判定

視点②

総　合

視点③

総　合

最　低

健全度

（改善性）

度合

（平均）

変動

（範囲）

投資額

（効率性）
視点①

総　合

総合評価
評価視点②

(健全度)

評価視点③

（リスク）

表 6-9 シナリオの定量的評価 

下水道ストックマネジメント計画 （Ｈ30策定）

総合評価における平均重みではシナリオ3-3が最も評価値が高くなるが、年間の投資額が85 百万円と大きく、

経営戦略で計画（約50 百万円）されている投資額と大きく乖離している。

一方、シナリオ3-2 は、平均重みではシナリオ3-3 より小さいものの、その差はわずか0.02 であり、

投資額については計画値と大きく乖離してなく、健全度、リスクともに改善傾向が示される。

以上のことから、最適な長期的な改築事業シナリオはシナリオ3-2 とする。

長期的な改築（投資計画）



-18-

簡易水道　投資・財政計画　　（料金据え置き）

投資・財政計画 [ H28経営戦略を法非適Vrから公会計（法的）Vrを推計）

単位：％

単位：千円

重要な経営指標（公会計）：流動比率（％） 債務に対する支払能力を表す指標

１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況か。

令和元年度 朝日村簡易水道事業会計　6月補正後

朝日村簡易水道事業
ケース：料金据え 置 き

(単 位 ： 千円）
年度 Ｈ 30 R 1 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7 R8 R 9 R 10
料 金 収入 68,665 69 ,296 69 ,296 69 ,296 69 ,296 69 ,296 69 ,296 69 ,296 69 ,296 69 ,296
当 年 度純利益
（又は　純損失）

824 21 ,992 26 ,366 22 ,350 4 ,190 ▲  393 ▲  6 ,075 ▲  9 ,221 ▲  3 ,239 3 ,102

繰 越 利益剰余金
又は　累積欠損金

824 22 ,816 49 ,182 71 ,531 75 ,722 75 ,328 69 ,253 60 ,033 56 ,793 59 ,895

流 動 資 産 2 0 , 7 2 0 1 1 , 2 5 8 1 7 , 8 7 8 4 8 , 4 5 9 7 7 , 8 4 6 1 3 , 3 8 7 2 0 , 2 0 6 3 4 , 7 2 9 4 5 , 1 8 2 5 1 , 9 5 9 6 1 , 7 2 1

繰入金 (単 位：千円）
基準内繰入金 36,300 40 ,964 40 ,106 43 ,511 45 ,803 38 ,767 33 ,388 28 ,963 25 ,490 29 ,682 32 ,982
基 準 外繰入金 6,930 3 ,247 3 ,310 3 ,412 2 ,660 2 ,194 1 ,797 1 ,417 1 ,500 1 ,484
計 36,300 47 ,894 43 ,353 46 ,821 49 ,215 41 ,427 35 ,582 30 ,760 26 ,907 31 ,182 34 ,466
繰 入 金
(18財 政 計画 )

36,300 78 ,278 58 ,775 58 ,568 66 ,130 68 ,042 61 ,531 58 ,442 54 ,372 57 ,146 57 ,668

(単 位 ： ％）
流動比率 15 2 4 6 3 1 3 0 2 7 4 9 1 0 0 1 0 3 1 0 2 1 2 1

▲ 3 0

▲ 1 0

1 0

3 0

5 0

7 0

9 0

1 1 0

1 3 0

1 5 0

- 2 0 0 0 0

- 1 0 0 0 0

0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 0 0 0 0

6 0 0 0 0

7 0 0 0 0

8 0 0 0 0

9 0 0 0 0

Ｈ 30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

料金収入 当年度純利益
（又は 純損失）

流動資産 繰入金 繰入金
(1 8財政計画 )

流動比率
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投資・財政計画 [ H28経営戦略を法非適Vrから公会計（法的）Vrを推計）

下水道　投資・財政計画　　（料金据え置き）

重要な経営指標（公会計）：流動比率（％） 債務に対する支払能力を表す指標

１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況か。

令和元年度 朝日村下水道事業会計　9月補正後

単位：千円 単位：％

朝 日村 下水 道事 業
ケ ース ： 料 金据え 置 き

(単 位 ： 千 円 ）
年 度 Ｈ 30 R 1 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7 R 8 R 9 R 10
料 金 収 入 86 ,409 89 ,393 89 ,111 88 ,757 88 ,474 88 ,209 87 ,924 87 ,707 87 ,579 87 ,491
当 年 度 純 利 益
（ 又は 　 純 損失 ）

121 ,827 147 ,936 139 ,349 141 ,781 102 ,777 89 ,624 57 ,005 37 ,852 27 ,831 16 ,702

繰 越 利 益 剰 余金
又 は　 累 積 欠損 金

121 ,827 269 ,763 409 ,112 550 ,893 653 ,670 743 ,294 800 ,299 838 ,151 865 ,982 882 ,684

流 動資産 1 7132 9 ,1 6 6 1 1 ,5 3 6 30 ,3 5 0 5 1 ,2 5 8 5 2 ,5 1 0 7 0 ,8 8 9 1 0 2 ,6 8 3 1 5 3 ,0 7 7 2 11 ,1 8 8 2 88 ,9 5 7

繰 入金 (単 位 ：千 円 ）
基 準内 繰 入 金 276,000 123 ,991 124 ,350 124 ,708 125 ,065 121 ,849 118 ,988 100 ,876 92 ,179 58 ,945 39 ,235
基 準 外 繰 入 金 127 ,338 133 ,988 112 ,768 109 ,171 65 ,461 53 ,036 34 ,771 24 ,527 45 ,531 50 ,010
計 276,000 251 ,329 258 ,338 237 ,476 234 ,236 187 ,310 172 ,024 135 ,647 116 ,706 104 ,476 89 ,245
繰 入 金 (1 8財 政 計 画 ) 276 ,000 256 ,518 258 ,338 237 ,476 234 ,236 187 ,310 172 ,024 135 ,647 116 ,706 104 ,476 89 ,245

(単 位 ： ％ ）
流 動比 率 4 5 1 3 2 6 3 0 6 2 1 3 6 2 7 1 5 9 8 8 1 8

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

0

5 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

2 5 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0

3 5 0 0 0 0

Ｈ 3 0 R1 R 2 R3 R 4 R5 R 6 R7 R 8 R9 R 10

料金 収入 当年度 純利益
（又は 純損 失）

流動資 産 繰 入金 繰入 金 (1 8財政 計画 ) 流動 比率



3,280

4,280 4,262 4,500 4,477

2,720
3,136 3,120

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000

水道料金 R1・10.1～２０ 

4,000 3,860
3,375

4,100 3,960

3,140

3,960 3,980

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

下水道使用料金 R1・10.1～２０

7,280
8,140 7,637

8,600 8,437

5,860
7,096 7,100

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000

合算（上下水料金） R1・10.1～２０ 
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○上下水道事業の課題
・ 起債償還金（借金の返済）を自己資金で賄うことができない。
・ 計画的な更新工事は国庫補助金、起債（借金）を活用できるが、突発的な修繕等は、自己資金がないため一般会計（村）からの基準外繰入金に頼らざるを得ない。
・ 現在の国庫補助金、起債制度が今後も継続するかは不透明。
・ 国の方針として、上下水道事業の広域化共同化が推進されており、朝日村としても検討したい。

今後のスケジュール 12月議会 3月議会

10 20 30 10 20 30 10 20 30 10 20 30 10 20 28 10 20 30 10 20 30 10 20 30 10 20 30

1回：現状報告 2回：素案審議 3回：確定

料金改定 新料金

条例議決 支払発生

確定：広報・回覧板 改定：回覧板 確定：広報・回覧板

5月 6月

料金改定となった場合

4月3月11月 1月 2月10月 12月

上下水道運営審議会
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